
  

  

　　　

○令和７年３月の有効求人倍率は1.56倍で、前年同月に比べて0.18ポイント上昇。

○令和７年３月の新規求人倍率は2.07倍で、前年同月に比べて0.10ポイント上昇。   

表1　求人数、求職者数の状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む全数）
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※1 年度平均及び月別の数値は実数値である。

※2 ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で求職登録した

求職者数が含まれている。



表2　主要産業別新規求人数の状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む全数）

表3　態様別新規求職者の状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む常用）

表4　職業紹介、就職の状況（新規学卒者を除きパートタイムを含む全数）
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※1　令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成25年10月改定の「日

         本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。

※2　求人数の多い主要産業を表記しているため、合計と内訳の数値は一致しない。

※3　▲は減少である。
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※1　常用＝雇用契約において雇用期間の定めがない又は４か月以上の雇用期間が定められているもの。（季節労働を除く。）

※2　▲は減少である。
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